
岐阜市上下水道事業部公告第 ３１ ２ＪＶ

有

　 本件一般競争入札に参加できるのは、次に掲げる条件を満たしている者により構成され

 ている特定建設工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）であって、岐阜市上下水

 道事業部から共同企業体として資格認定を受けた者とする。

（1）共同企業体の各構成員に関する事項

　  ① 岐阜市上下水道事業部契約規程（昭和41年水道部管理規程第３号）第１８条第１項

　　 の規定に基づき岐阜市上下水道事業部競争入札参加資格審査を公告日前１か月までに

　　 績評定要領（平成16年4月1日決裁）に基づく工事成績評定点の過去２年度（平成30年

　　 事業部競争入札参加資格の要件を欠くことがないこと。

 　 ② 岐阜市上下水道事業部競争入札参加資格停止措置要領（平成6年8月29日決裁）の規

　　　 定に基づく資格停止を申請書受付期間の最終日から契約締結日までの間に受けてい

 　　受けた者で、かつ申請書受付期間の最終日から契約締結日までの間に岐阜市上下水道

部建設工事総合評価落札方式試行要領（平成18年5月1日決裁）第５条及び岐阜市上下水道

事業部事後審査型一般競争入札試行要領（平成19年7月27日決裁）第４条の規定により公告

令和　２年　８月　７日

岐阜市雄総桜町２丁目１６－２

令和　４年　３月１０日

　　　　　岐阜市水道事業及び下水道事業管理者

　　　　　　上下水道事業部長 　安田　直浩

（電子入札対象案件）

 (1) 工  事 (件) 名

記

１　一般競争入札に付する事項

雄総水源地自家用発電設備更新工事

請負契約

電気工事

 (2) 目  的  場  所

自家用発電設備更新　　　　　１式

２　一般競争入札参加資格及び条件

 (3) 完成(完了)期日

 (4) 契 約 の 種 類

 (7) 概　　　　　要

します。

号

　総合評価落札方式による事後審査型一般競争入札を下記のとおり行うので、岐阜市上下

一般競争入札の実施について

（総合評価落札方式）

水道事業部一般競争入札等実施要綱（平成12年4月3日決裁）第６条、岐阜市上下水道事業

 (5) 余裕期間の有無

 (6) 工事着手日 令和　２年　９月２４日

　　　 ないこと。

 　 ③ 岐阜市上下水道事業部発注の電気工事に係る岐阜市上下水道事業部建設工事成

 　　場合は、当該年度の工事成績評定点の平均点が６５点以上であること。過去２年度に

　　度及び令和元年度）の平均点が６５点以上であること。過去１年度しか受注実績のない



（2）共同企業体に関する事項

　 　　④に規定する構成員としての要件をそれぞれ満たす者による任意の組合せとする。

　 　ア 電気工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。

　 　イ 岐阜市上下水道事業部競争入札参加資格者名簿に登録されていること。

　  　員として、請負金額（共同企業体受注の場合、請負金額に出資比率を乗じた額）

　　　１億８，５００万円以上（１工事）の上水道施設における電気工事の元請施工実績

　 　オ 出資比率が構成員のうちで最大であること。

　 　カ 現場代理人および次の条件をすべて満たす専任の監理技術者を本工事に配置できるこ

 　 　と。なお、現場代理人は、監理技術者を兼ねることができる。

　 　 （ア）監理技術者は、監理技術者資格者証(電気工事）の交付を受けている者で

　　      あって国土交通大臣の登録を受けた講習を受講している者

　  　１，０００点以上であること。

　 　エ 直近１０か年度及び入札公告日の属する年度の申請期限日までに完成引き渡しの

　 　 済んだ工事で、単独又は共同企業体の代表構成員若しくは出資比率３０％以上の構成

 　 ③ 代表構成員は、次に掲げる要件をすべて満たすものとする。

 　　　なお、以下の関係がある場合に、辞退する者を決めることを目的に当事者間で連絡

　  ① 共同企業体の構成員数は２者とし、③に規定する代表構成員としての要件と、

 　 ② 各構成員の出資比率は、３０％以上とする。

　　　 （ア）親会社と子会社の関係にある場合

　　 遡って受注実績のない場合は６５点とみなす。

　　④ 岐阜市上下水道事業部が行う契約からの暴力団排除に関する措置要綱（平成27年9

　　 月30日決裁）に規定する排除措置対象法人等に該当しないこと。

 　 ⑤ 入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこ

　　 と。

　　 イ　人的関係

　　　 　以下のいずれかに該当する場合。ただし（ア）については、会社の一方が更生会

　　 　社又は再生手続きが存続中の会社である場合は除く。

　　　 （ア）一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合

　　 を取ることは、談合等不正な行為とは解さない。

　　 ア　資本関係

 　　　　以下のいずれかに該当する場合。ただし、子会社又は子会社の一方が民事再生法

　　  （平成11年法律第225号）の規定による再生手続開始の決定や会社更生法（平成14年

　　　 法律第154号）の規定による更生手続開始の決定を受けた会社である場合は除く。

　　   （イ）親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

　　　を有すること。

　　 ウ　雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出の義務

　　⑥ 以下に定める届出の義務を履行していない建設業者（当該届出の義務がない者を除

　　 く。）でないこと。

　　　 （イ）一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合

 　　ウ　その他入札の適正さが阻害されると認められる場合

　　 　　その他上記ア、イと同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合

　　 ア　健康保険法（大正11年法律第70号）第４８条の規定による届出の義務

　　 イ　厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第２７条の規定による届出の義務

　 　ウ 最新の電気工事の経営事項審査結果の総合評定値及び主観点数の合計が



 　　  (イ）電気工事の現場代理人、又は主任（監理）技術者として５年以上の実務経験

する。ただし、工事に係る契約期間が複数年度にわたるものであって、当該契約期間が

１年に満たない場合は実務経験１年とする。

　　  （ウ）入札参加資格確認申請の日以前３か月以上の雇用関係にある者。

     令和　２年　９月　４日（金） 午前９時から

     令和　２年　９月　７日（月） 午後４時まで

５　予定価格 円

（消費税及び地方消費税１０％を含む）

　　なお、同要綱第１１条第１項に規定する低入札価格調査が行われた者が契約の相手方

　となった場合に追加する専任の配置技術者は、代表構成員が配置すること。

　る要領で電子入札システムを用いて提出すること。ただし、電子入札システムにより提

　出することが難しい者は、発注者が認めた場合に限り、持参又は郵送による提出を認め

　る。持参又は郵送による提出を認められた者は、(1)の期間内に(3)の提出書類を添えて

　岐阜市上下水道事業部上下水道事業政策課契約係に提出すること。

　(1) 申請書受付期間

    　  　を有すること。なお、１か年度に１工事以上従事している場合は、実務経験１年と

　　本件は、岐阜市上下水道事業部低入札価格調査要綱（平成15年3月28日決裁）第２条の

令和　２年　８月　７日（金） から

　 　ウ 最新の電気工事の経営事項審査結果の総合評定値及び主観点数の合計が８００点以上

 (2) 場  所

　 　エ 次の条件をすべて満たす専任の主任技術者を本工事に配置できること。

　 　（ア）電気工事の主任技術者としての資格を有すること。

令和　２年　９月　８日（火）

６　低入札調査基準価格等

有

　 　ア 電気工事業に係る一般建設業又は特定建設業の許可を受けていること。

　　 （ウ）入札参加資格確認申請の日以前３か月以上の雇用関係にある者

午前　９時３０分

 (3) 電子入札システムの応札期間

３６０，９５８，４００

　　 （イ）電気工事にかかる５年以上の実務経験を有する者

　　　　であること。

　 　イ 岐阜市内に本店を有すること。ただし、岐阜市上下水道事業部競争入札参加資格

　　  審査の申請において、所在地として登録されていること。

　　④ 構成員は、次に掲げる要件を満たす者とする。

３　一般競争入札の日時及び場所

岐阜市祈年町４丁目１番地

　規定により調査基準価格及び失格判断基準価格を設けた工事である。

７　落札者決定の方法

　　本工事の入札は、岐阜市上下水道事業部建設工事総合評価落札方式試行要領（平成18

　　一般競争入札参加資格確認申請書及び特定建設工事共同企業体構成員表は、次に掲げ

岐阜市上下水道事業部　３階　第３会議室（入札室）

　年5月1日決裁）に基づき、総合評価落札方式により行う。

 (1) 日  時

４　前払金の有無

８　総合評価落札方式に係る技術提案書の提出

　　別添の「技術提案書の提出依頼について」による。

９　入札参加資格の確認

まで令和　２年　８月２８日（金）

※電子入札運用時間に限る

　　 入札書は電子入札システムにより提出すること。ただし、発注者の承諾を得た場合は

　 書面で提出すること（以下「紙入札方式」という。）ができる。



　(2) 申請書提出に先立って特定建設工事共同企業体協定書を締結すること。

　(3) 誓約書、特定建設工事共同企業体協定書、委任状は次に掲げる要領で持参又は郵送

　 ① 受付期間

ただし、岐阜市の休日を定める条例に規定する本市の休日を除く。

　 ② 受付時間 午前９時 ～ 午後５時まで（正午から午後1時までを除く）

ただし、申請書受付期間最終日にあっては午後４時までとする。

　 ③ 提出場所 岐阜市上下水道事業部上下水道事業政策課契約係

　(2) その他、特記の無い事については「一般競争入札の共通事項について」のとおりとす

　　　る。

まで令和　２年　８月２８日（金）

　　工事費内訳書は電子入札システムにより提出すること。

　　② 設計図書等の資料は電子入札システムにより供与するものとし、質問書は上下水道

    でにＦＡＸ又は電子メールにより行うものとする。

　　  質問回答期日 令和　２年　９月　２日（水）

11　その他

　(1) 入札書等の提出については次のとおりとする。

　　① 一般競争入札参加資格確認申請書、特定建設工事共同企業体構成員表、入札書及び

から

　(2) 質疑に対する回答は、入札参加資格確認通知書を交付した者に対し、以下の期日ま

10　質疑応答

　(1) 質問書提出期間 令和　２年　８月　７日（金）

令和　２年　８月　７日（金） から

　　 事業政策課契約係に提出すること。

まで令和　２年　８月２８日（金）

　　により提出すること。


